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子会社の異動を伴う株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 29 年７月 27 日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社アイ・エス・

エスグループ本社の全株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知ら

せいたします。 

なお、本件は、東京証券取引所における適時開示基準には該当しておりません。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社は、道路および道路付帯設備の維持・清掃、補修工事の請負を主力事業として、堅調に

事業を展開しております。 

株式会社アイ・エス・エスグループ本社（以下、本項において「同社」という。）は、株式会

社アイ・エス・エスおよび株式会社アイ・エス・エス・アールズを事業会社とする持株会社

であり、事業会社では橋梁、土木構造物、建築構造物等の設計業務を主力事業として展開し

ております。同社が当社グループの一員となることにより、当社の企業価値がより一層向上

するとの判断に至り、このたび同社株式の取得を決議いたしました。 

 

２．異動する子会社の概要 

（1） 名 称 株式会社アイ・エス・エスグループ本社 

（2） 所 在 地 東京都目黒区八雲一丁目３番 20号 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役 中村裕司 

（4） 事 業 内 容 橋梁設計事業、建築設計事業 

（5） 資 本 金 1,000万円 

（6） 設 立 年 月 日 平成 25年４月２日 

（7） 大株主および持株比率 大株主が個人であり、守秘義務契約を締結していることから

開示を控えさせていただきます。 

 



 

（8） 上場会社との当該会社 資本関係 該当事項はありません。 

 と の 間 の 関 係 人的関係 該当事項はありません。 

  取引関係 該当事項はありません。 

（9） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 

売 上 高 36,000千円 61,400千円 78,000千円 

営 業 利 益 889千円 20,394千円 15,208千円 

純 資 産 328,871千円 334,005千円 301,013千円 

総 資 産 333,599千円 338,481千円 347,017千円 

（注）株式会社アイ・エス・エスおよび株式会社アイ・エス・エス・アールズの最近３年間の経

営成績は以下のとおりであります。 

 

株式会社アイ・エス・エス 

決算期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 

売 上 高 819,474千円 960,839千円 1,261,056千円 

営 業 利 益 33,798千円 44,250千円 81,808千円 

 

株式会社アイ・エス・エス・アールズ 

決算期 平成 26年８月期 平成 27年８月期 平成 28年８月期 

売 上 高 113,000千円 130,925千円 142,575千円 

営 業 利 益 11,790千円 8,096千円 9,238千円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（1） 氏 名 大株主が個人であり、守秘義務契約を締結していることから

開示を控えさせていただきます。 （2） 住 所 

（3） 上 場 会 社 と 

該 当 個 人 の 関 係 

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係および取引関係

はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

（1） 異動前の所有株式数 ０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（2） 取 得 株 式 数 200株 

（議決権の数：200個） 

（3） 異動後の所有株式数 200株 

（議決権の数：200個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

 



なお、取得価格につきましては、守秘義務契約を締結していることから、開示を控えさせてい

ただきますが、公平性・妥当性を確保するため、独立した第三者機関に財務、法務および労務デ

ューデリジェンス並びに企業価値算出を依頼し、ＤＣＦ法に基づき算出された株式価値を勘案し、

取得価格を決定いたしました。 

 

５．日程 

（1） 株式譲渡契約締結日 平成 29年７月 27日 

（2） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 29年８月 １日（予定） 

 

６．今後の見通し 

 当該株式取得による今期（平成 30年１月期）の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


